
  平成 27 年 12 月 16 日     富 山 県 報       号  外⑷  1   

 

 

 号  外⑷  

   目      次  
    
   規  則 

 ○富山県税条例施行規則の一部を改正する規則                 １ 
 

 

∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

規     則 
∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨∨ 

 富山県税条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定め、公布する。 

  平成27年12月16日 

                    富山県知事 石  井    一  

富山県規則第60号 

   富山県税条例施行規則の一部を改正する規則 

 富山県税条例施行規則（昭和29年富山県規則第27号）の一部を次のように改正す 

る。 

 第20条の見出し中「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同条の表以外の部分中 

「徴収猶予、換価の猶予」を「徴収の猶予、職権による換価の猶予、申請による換 

価の猶予」に改め、同条の表の⑴の項中「若しくは第２項又は法第15条第３項」を 

「、第２項若しくは第４項（法第15条の６第３項において準用する場合を含む。） 

又は第15条の６第１項」に、「徴収猶予又は徴収猶予」を「徴収の猶予若しくは徴 

収の猶予」に改め、「延長」の次に「又は換価の猶予若しくは換価の猶予期間の延 

長」を加え、同表の⑵の項中「第15条第４項前段（法第15条の５第３項」を「第15 

条の２の２第１項（法第15条の５の２第３項及び第15条の６の２第３項」に、「徴 

収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同表の⑶の項中「第15条第４項後段（法第15条 

の５第３項において」を「第15条の２の２第２項（法第15条の６の２第３項におい 

て読み替えて」に、「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同表の⑷の項中「第15 

条の２第２項」を「第15条の２の３第２項」に改め、同表の⑸の項中「徴収猶予」 
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を「徴収の猶予」に、「第15条の６第２項」を「第15条の６の３第２項」に改める。 

 第21条を次のように改める。 

 （徴収の猶予等の申請手続） 

第21条 条例第12条第１項に規定する規則で定めるものは、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 法第15条第１項各号のいずれかに該当する事実があること及びその該当する 

  事実に基づき徴収の猶予に係る徴収金を一時に納付し、又は納入することがで 

  きない事情の詳細 

 ⑵ 納付し、又は納入すべき徴収金の年度、税目、納期限及び金額 

 ⑶ 前号の金額のうち当該猶予を受けようとする金額 

 ⑷ 当該猶予を受けようとする期間 

 ⑸ 分割納付又は分割納入の方法により納付又は納入を行うかどうか（分割納付 

  又は分割納入の方法により納付又は納入を行う場合にあつては、分割納付又は 

  分割納入の各納期限及び各納期限ごとの納付金額又は納入金額を含む。） 

 ⑹ 猶予を受けようとする金額が 100万円を超え、かつ、猶予期間が３月を超え 

  る場合には、提供しようとする法第16条第１項各号に掲げる担保の種類、数量、 

  価額及び所在（その担保が保証人の保証であるときは、保証人の氏名及び住所 

  又は居所）その他担保に関し参考となるべき事項（担保を提供することができ 

  ない特別の事情があるときは、その事情） 

２ 条例第12条第２項に規定する規則で定めるものは、次に掲げる書類とする。 

 ⑴ 法第15条第１項各号のいずれかに該当する事実を証するに足りる書類 

 ⑵ 財産目録その他の資産及び負債の状況を明らかにする書類 

 ⑶ 猶予を受けようとする日前１年間の収入及び支出の実績並びに同日以後の収 

  入及び支出の見込みを明らかにする書類 

 ⑷ 猶予を受けようとする金額が 100万円を超え、かつ、猶予期間が３月を超え 

  る場合には、令第６条の10の規定により提出すべき書類その他担保の提供に関 

  し必要となる書類 

３ 条例第12条第３項に規定する規則で定めるものは、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 徴収の猶予に係る徴収金を一時に納付し、又は納入することができない事情 

  の詳細 
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 ⑵ 第１項第２号から第６号までに掲げる事項 

４ 条例第12条第４項に規定する規則で定めるものは、第２項第２号から第４号ま 

 でに掲げる書類とする。 

５ 条例第12条第５項に規定する規則で定めるものは、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 猶予期間内に当該猶予を受けた金額を納付し、又は納入することができない 

  やむを得ない理由 

 ⑵ 猶予期間の延長を受けようとする期間 

 ⑶ 猶予期間の延長を受けようとする徴収金の年度、税目、納期限及び金額 

 ⑷ 第１項第５号及び第６号に掲げる事項 

６ 条例第12条第６項に規定する規則で定めるものは、第２項第４号に掲げる書類 

 とする。 

 第21条の次に次の２条を加える。 

 （職権による換価の猶予等の手続） 

第21条の２ 条例第14条に規定する規則で定めるものは、次に掲げる書類とする。 

 ⑴ 前条第２項第２号から第４号までに掲げる書類 

 ⑵ 分割納付又は分割納入させるために必要となる書類 

 （申請による換価の猶予等の申請手続） 

第21条の３ 条例第16条第１項に規定する規則で定めるものは、次に掲げる事項と 

 する。 

 ⑴ 申請による換価の猶予に係る徴収金を一時に納付し、又は納入することによ 

  り事業の継続又は生活の維持が困難となる事情の詳細 

 ⑵ 第21条第１項第２号から第４号まで及び第６号に掲げる事項 

 ⑶ 分割納付又は分割納入の各納期限及び各納期限ごとの納付金額又は納入金額 

２ 条例第16条第２項に規定する規則で定めるものは、第21条第２項第２号から第 

 ４号までに掲げる書類とする。 

３ 条例第16条第３項に規定する規則で定めるものは、次に掲げる事項とする。 

 ⑴ 第21条第１項第６号に掲げる事項 

 ⑵ 第21条第５項第１号から第３号までに掲げる事項 

 ⑶ 第１項第３号に掲げる事項 
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 第23条の見出し中「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同条中「第15条第１項 

後段（法第15条の５第３項において」を「第15条第３項及び第５項（法第15条の５ 

第２項及び第15条の６第３項において読み替えて」に、「徴収猶予」を「徴収の猶 

予」に改める。 

 第24条第１項中「徴収猶予若しくは換価の猶予」を「徴収の猶予、職権による換 

価の猶予若しくは申請による換価の猶予」に改める。 

 第28条第３項中「第53条第36項」を「第53条第33項」に改め、同条第４項中「第 

53条第38項」を「第53条第35項」に改める。 

 第40条の表中⒇の項を の項とし、同表の⒆の項中「徴収猶予」を「徴収の猶予」 

に改め、同項を同表の⒇の項とし、同表の⒅の項中「第15条第４項後段」を「第15 

条の２の２第２項」に、「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同項を同表の⒆の 

項とし、同表の⒄の項中「第15条第４項前段」を「第15条の２の２第１項」に、 

「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同項を同表の⒅の項とし、同表の⒃の項中 

「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同項を同表の⒄の項とし、同表の⒂の項の 

次に次のように加える。                           
 

⒃ 条例第68条第３項の規定による届出書（個人の 

 行う事業の開始（廃止）届） 

第65号様式の３ 

 第42条中「、法第53条第39項若しくは第40項の規定により法人税割の計算上控除 

することができなかつた金額」を削り、「同条第41項」を「法第53条第36項」に改 

める。 

 第44条の表の⑼の項中「第15条第４項前段」を「第15条の２の２第１項」に改め、 

同表の⑽の項中「第15条第４項後段」を「第15条の２の２第２項」に改める。 

 第52条の表の⑶の項中「第15条第４項前段」を「第15条の２の２第１項」に改め、 

同表の⑷の項中「第15条第４項後段」を「第15条の２の２第２項」に改める。 

 第67条の表の⑹の項中「第15条第４項前段」を「第15条の２の２第１項」に、 

「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同表の⑺の項中「第15条第４項後段」を 

「第15条の２の２第２項」に、「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改め、同表の⑻の 

項中「第15条の２第２項」を「第15条の２の３第２項」に改める。 
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 第12号様式⑷の（表）中 ｢ 法人番号 ｣ を ｢ 管理番号 ｣ に、 ｢ 法人番号 ｣ を 
 
｢ 管理番号 ｣ に改める。 

                                      

第13号様式中 
｢  
住所（居所） 
事務所（事業所）所在地 
氏名（名称）             印 ｣ 

を 

                                      
「 住所（居所） 
事務所（事業所）所在地 
氏名（名称）             印 
個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

                                    

第13号様式の２中 
「 氏名（名称） 

           」 
を 
「 氏名（名称） 

個人番号（法人番号） 」 
に改め 

る。                                    
 

第13号様式の４中 

「  

住所（居所） 

事務所（事業所）所在地 

氏名（名称）          印 」 

を 

                      
「 住所（居所） 

事務所（事業所）所在地 

氏名（名称）          印 

個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

 第15号様式中 
 
「 ← 4 . 5 セ ン チ メ ー ト ル → 」 

を削る。 
                                      

      「 氏      名  （名称）  

   

   

第20号様式中   を 

   

   

  
」 
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｢  氏名（名称）  個人番号（法人番号）  

    

    

    に改める。 

    

    

   
」 

                                     

 第21号様式の２中 

｢ 

 住   所 
 （所在地） 

 

 
を 

 氏   名 
 （名 称） 

            ㊞  
」 

                                
｢ 住  所 

（所在地） 
 

  

に改める。 
氏  名 
（名 称） 

            ㊞  
 

 

個人番号 
（法人番号） 

 

 ｣ 
                                      

 第29号様式中 

｢  

｣ 

を 

納税者（特別徴収義務者）     

 住（居）所 

 （所在地） 

 氏   名          印 

 （名 称） 
                                      
｢ 納税者（特別徴収義務者）     
 住（居）所 
 （所在地） 
 氏   名          印 
 （名 称） 
 個人番号 
 （法人番号） ｣ 

に、 

                                      
｢              

徴 収 猶 予 
徴収猶予期間の延長 
 

 
 
申請書 
 
 

 

」 



  平成 27 年 12 月 16 日     富 山 県 報       号  外⑷  7   

 

を 

 
｢            徴 収 の 猶 予 

徴収の猶予期間の延長 
換 価 の 猶 予 
換価の猶予期間の延長 

 
 
申請書   
 
 

 

」 

に、 

                                     
｢ 
 
  次のとおり 

 
徴 収 猶 予  

を受けたく、別紙 
徴 収 猶 予  

を必要 

 

徴収猶予期間の延長 徴収猶予期間の延長 
 
 とする理由を証明する書類を添付して申請します。 
 」 

を 

 
｢ 

  次のとおり 

徴 収 の 猶 予 

を受けたく、別紙 

徴 収 の 猶 予 

を必要 

 
徴収の猶予期間の延長 
換 価 の 猶 予 
換価の猶予期間の延長 

徴収の猶予期間の延長 
換 価 の 猶 予 
換価の猶予期間の延長 

 
 とする理由を証明する書類を添付して申請します。 
 」 

に、 

 
｢ 

 

徴
収
猶
予
期
間
の
延
長 

徴

収

猶

予 

 

を 

｢ 
納 
付 
又 
は 
納 
入 
す 
べ 
き 
県 
税 

 

に、 

    
   

 
 をす 
受る 
け金 
よ額 
う 
と 

  
 

 
｣ 

 
｣ 

                                      

 
 
徴 収 猶 予 
徴収猶予期間の延長 を受けようとする期間     年   月   日 から 

   年   月   日 まで 

 既に徴収猶予を受けた期間 
   年   月   日 から 

   年   月   日 まで 

徴 収 猶 予 
徴収猶予期間の延長 

 
を  

受けようとする理由  

を 

 
｢ 納付又は納入すべき県税のうち、徴収の猶 
予又は換価の猶予を受けようとする金額 

 
 同   同  

  

「 

」 
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 徴 収 の 猶 予 

徴収の猶予期間の延長 
換 価 の 猶 予 
換価の猶予期間の延長 

を受けようとする期間 
   年   月   日 から 

   年   月   日 まで 

 

 
 既に 

徴収の猶予 

換価の猶予 
を受けた期間 

   年   月   日 から 

   年   月   日 まで  
 徴 収 の 猶 予 
徴収の猶予期間の延長 
換 価 の 猶 予 
換価の猶予期間の延長 
 
を受けようとする理由 

       

｣ 

に改める。 
                                      

 第30号様式中 ｢ 徴 収 猶 予 
｣ を ｢ 徴 収 の 猶 予 

」 に、 徴収猶予期間の延長 徴収の猶予期間の延長 
 
｢ 徴 収 猶 予 

｣ を ｢ 徴 収 の 猶 予 
」 に、 徴収猶予期間の延長 徴収の猶予期間の延長 

 
｢  さい。その期限までに納付（納入）されないときは、徴収猶予等を取り消すことがあり 
 ますので、念のため申し添えます。                      

 
」 

を 
                                      
｢  さい。その期限までに納付（納入）されないときは、徴収の猶予等を取り消すことがあ 
 りますので、念のため申し添えます。                     

 
」 

                           

に､ 

｢  
徴 

  

収 

  

猶 

  

予 

 
徴 
収 
猶 
予 
期 
間 
の 
延 
長 」 

を 

｢  
徴 
 
収 
 
の 
 
猶 
 
予 

 
徴 
収 
の 
猶 
予 
期 
間 
の 
延 
長 」 

に改める。 

                                      

         

｢ 
 
徴 
  
  
収 
 
  
猶 
  
  
予 

 
徴 

収 

猶 

予 

期 

間 

の 

延 
長 」 

 第30号様式の２中 ｢ 徴 収 猶 予 
｣ を ｢ 徴 収 の 猶 予 

」 に､ 
徴収猶予期間の延長 徴収の猶予期間の延長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を 

｢ 
 
徴 

 

収 

 

の 

 

猶 

 

予 

徴
収
の
猶
予
期
間
の
延
長 

 

」 

に改める。 
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 第31号様式中 「  地方税法第十五条の二第二項 」 を 「 地方税法第15条の２の３第２項 」 
                                      

に、 

｢ 納税者（特別徴収義務者） 
 
  住  所 （所在地） 
 
  氏  名 （名 称）                ㊞ 」 

を 

 
｢ 納税者（特別徴収義務者） 

  住  所 （所在地） 

  氏  名 （名 称）                ㊞ 

  個人番号 （法人番号） 」 

に改める。 

                                      
 第33号様式中「 徴 収 猶 予 」を「 徴 収 の 猶 予 」に、 
                        

「 徴収猶予 」 を 「 徴収の猶予 」 に､ 

「 徴 
 
収 
 
猶 
 
予 」 

を 

｢ 徴 
収 
の 
猶 
予 」 

に、「徴 収 猶 予」を 

                         
「 徴収の猶予 」 に改める。 
                               

 第39号様式中 「 氏   名（名 称） 
           」 を 「 氏   名（名 称） 

法人番号 」 
に改める。 

                                    

 第42号様式中 

「  
請求者     
 住所（所在地） 
 氏名（名 称）       ㊞ 
 電話番号 」 

を 

                                 
「 請求者     

 住所（所在地） 
 氏名（名 称）       ㊞ 
 個人番号（法人番号） 
 電話番号 」 

に改める。 

                                   

第42号様式の２中 

「  

請求者 

 法人番号 

 主たる事務所又は 

 事業所の所在地 」 

を 

「 請求者 

 管理番号 

 主たる事務所又は 

 事業所の所在地 

 法人番号 」 

に改める。 

                                    

第42号様式の３中 
「 
 
 
住 所（所在地） 
氏 名（名 称）          ㊞ 」 

を 
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「 住 所（所在地） 
氏 名（名 称）          ㊞ 
個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

 第43号様式⑸を次のように改める。 
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第43号様式⑸（第29条関係）                    

納税証明書交付申請書 

                             年  月  日  

 富山県総合県税事務所長 殿 

  （富山県知事） 

      申請者 個人番号（法人番号）              

     （納税者）住所（所在地） 

          氏名（名称）                   印  

          日中連絡のつく電話番号  （  ）  ―      

     ※納税者の代理人が申請される場合は、下記にも記入願います。  

      代理人 住所 

          氏名                       印 

          日中連絡のつく電話番号  （  ）  ―      

 次の目的に使用するため納税証明書の交付を申請します。 

使
用
目
的 

該当の番号を○で囲み、「６ その他」の場合は、具体的に記入してください。 

１ 建設業許可申請（変更届）用 ４ 資金借入用（全税目に滞納がないこと。） 

２ 入札参加資格審査用     ５ 資金借入用（指定税目の金額） 

３ 融資制度利用申請用     ６ その他〔             〕 

富山県収入証 

紙貼り付け欄 証
明
事
項 

該当の番号を○で囲んでください。 

１ 納付すべき額、納付した額及び未納の額 

 （該当税目に○印を付け、年度区分を記入してください。） 

 法人県民税 事業年度  年  月  日終了分 

事業年度  年  月  日終了分 

事業年度  年  月  日終了分  

法人事業税 

地方法人特別税 

 個人事業税   年所得分   年所得分   年所得分 

       税  

２ 全税目に滞納がないこと。 

３ 地方税法第16条の４第２項の規定により通知した金額 

４ 滞納処分を受けたことがないこと。 

 （該当する欄に○印を付けて記入してください。） 

 全税目に対し、過去  年 

       税に対し、過去  年 

５ 地方税法施行規則第１条の９に定める事項 

 〔                                 〕 

発行枚数   枚 
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 第43号様式の２中 

「 申請者 
 
 住所（所在地） 
 
 氏名（名称）          印 」 

を 

  
「 申請者 

 住所（所在地） 
 氏名（名称）          印 
 個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

                                   

 第44号様式中 

「  
住（居）所（所在地） 

氏   名（名 称）       ㊞ 」 

を 

                                
「 住（居）所（所在地） 

氏   名（名 称）       ㊞ 

個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

                                     

 第46号様式中 

｢ 納税者（特別徴収義務者） 
 
  住  所 （所在地） 
 
  氏  名 （名 称）           ㊞ 」 

を 

  
「 納税者（特別徴収義務者） 

  住  所 （所在地） 
  氏  名 （名 称）           ㊞ 
  個人番号 （法人番号） 」 

に、 

                                     
｢ 備  考  減免を必要とする事由を証明する書類を添付すること。 
 
 」 

を 

 
｢ 備考 
 １ 減免を必要とする事由を証明する書類を添付すること。 
 ２ 個人が減免申請する場合、法人番号の記入は必要ありません。 」 

に改める。 

 

 第47号様式中 

「 納 税 者 

   住  所 （所在地） 

   氏  名 （名 称）              ㊞ 」 

を 

 
「 納 税 者 

   住  所 （所在地） 
   氏  名 （名 称）              ㊞ 
   個人番号 （法人番号） 」 

に改める。 

 第47号様式の２⑴中 
                                      
｢  

申 
請 
者 

 
自動車の所有者 
（納税義務者） 

住所   
フリガナ 

氏名                    印  
身体障害者等 
との続柄  電話番号（日中に連絡可能なもの） 

 」 
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を 
 
「  

申 
請 
者 

 

自動車の所有者 
（納税義務者） 

住所     
フリガナ 

氏名                    印  
身体障害者等 
との続柄 

 電話番号（日中に連絡可能なもの） 
 

  個人番号 
（自動車税の年税額に対す
る減免申請の場合のみ記入
してください。） 

 

」 

に改める。 

 第47号様式の２⑵中 
 
｢                       電話番号 」 

を 
 
｢                       電話番号 

                      ※個人番号 

                      （法人番号） 」 

に、 
                                      
「 摘 

要 

 
※   年  月  日  担当者印 

」 

を 
                                     
｢ 摘

要 

 
処理事項    年  月  日  担当者印  

」 

に、 
 
「 備考 

 １ 「申請内容」欄は、該当するものを○で囲んでください。 
 ２ 「減免額」欄は、減免の場合のみ記載してください。 
 ３ 「※」欄は、記載しないでください。 
 ４ 課税免除・減免の要件に該当することを証明する書類を添付してください。  」 

を 
 
「 備考 

 １ 「※個人番号（法人番号）」は、自動車税の年税額に対する減免申請の場合の 

  み記入してください。 

 ２ 「申請内容」欄は、該当するものを○で囲んでください。 

 ３ 「減免額」欄は、減免申請の場合のみ記入してください。 

 ４ 「処理事項」欄は、記入しないでください。 

 ５ 課税免除・減免の要件に該当することを証明する書類を添付してください。 」 

に改める。 
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 第47号様式の３中 

「  
納税義務者 
 
 住 所                
 
 氏 名               印 」 

を 

  
「 納税義務者 

 住 所                

 氏 名               印 

 個人番号 」 

に改める。 

                                   

第48号様式中 

「 納税者（特別徴収義務者） 

 住（居）所（所在地） 

 氏   名（名 称）       ㊞ 」 

を 

  
「 納税者（特別徴収義務者） 

 住（居）所（所在地） 
 氏   名（名 称）       ㊞ 
 個 人 番号（法人番号） 」 

に改める。 

                                      

 第62号様式中 ｢ 法人番号      ｣ を ｢ 管理番号      ｣ に、 「 資本金等の額又は連 
結個別資本金等の額 ｣ を 

                                 
    ｢  仮装経理に基づく事業税額の控除額     ㊱         
   

に、 
  既に納付の確定した当期分の事業税額    ㊲        

を ｢ 資本金等の額  ｣   租税条約の実施に係る事業税額の控除額   ㊳           

      差引徴収事業税額 ㉟―㊱―㊲―㊳     ㊴       ｣  

 
｢ 平成27年改正法附則第８条又は第９条の控除額 ㊱         
  仮装経理に基づく 
 事業税額の控除額 ㊲ 

兆 十億 百万 千 円  既に納付の確定した 
 当期分の事業税額 ㊳ 

 
      

に、「㊵」を「㊶」に、「㊶」   租税条約の実施に係 
 る事業税額の控除額 ㊴        

  
  差引徴収事業税額 ㉟―㊱―㊲―㊳―㊴      ㊵       ｣  

を「㊷」に、「㊷」を「㊸」に、「㊸」を「㊹」に、「㊹」を「㊺」に、「㊺」を「㊻」 

に、「㊻」を「㊼」に、「㊼」を「㊽」に、「㊽」を「㊾」に、「㊾」を「㊿」に、 

「㊿」を「○51」に、「○51」を「○52」に、「○52」を「○53」に、「○53」を「○54」に、「○54」 

を「○55」に、「○55」を「○56」に、「○56」を「○57」に改める。 

 第62号様式の２（表）中 

「 特別徴収義務者・取扱営業所等 
 
    所在地 

    名 称           ㊞ 
  」 

を 

                                
｢ 特別徴収義務者・取扱営業所等 
    所在地 
    名 称           ㊞ 
    法人番号 ｣ 

に、 
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｢  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 
 13 14 15 16 17 18 19 20  」 

を 

 
｢  １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12  

 13 14 15 16 17 18 19 」 
に改め、同表（裏）中 

 
｢ １ 公社債利子 

２ 銀行預金利子 

３ 銀行以外の金融機関の預貯金利子 

４ 勤務先預金等の利子 

５ 合同運用信託の収益の分配 

６ 公社債投資信託の収益の分配 

７ 郵便貯金利子 

８ 公募公社債等運用投資信託の収益の分配 

９ 国外公社債等の利子等 

10 財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益 

11 私募公社債等運用投資信託の収益の分配 

12 社債的受益証券の収益の分配 

13 国外公募投資信託等の収益の分配 

14 懸賞金付預貯金等の懸賞金等 

15 定期積金の給付補てん金 

16 掛金の給付補てん金 

17 抵当証券の利息 

18 貴金属等の売戻条件付売買の利益 

19 外貨建預貯金等の為替差益 

20 一時払養老保険・一時払損害保険等の差益  」 

を 

 
「 １ 特定公社債以外の公社債の利子 

２ 銀行預金利子 

３ 銀行以外の金融機関の預貯金利子 

４ 勤務先預金等の利子 

５ 合同運用信託の収益の分配 

６ 公社債投資信託のうち公募公社債投資信託以外の収益の分配 

７ 郵便貯金利子 

８ 国外一般公社債等の利子等 

９ 財形貯蓄契約に係る生命保険等の差益 

10 私募公社債等運用投資信託の収益の分配 

11 特定目的信託の社債的受益証券の収益の分配で公募以外のもの 

12 国外私募公社債等運用投資信託等の収益の分配 

13 懸賞金付預貯金等の懸賞金等 

14 定期積金の給付補てん金  

 
 
 
 
 
 
に改める。 
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 15 掛金の給付補てん金 

16 抵当証券の利息 

17 貴金属等の売戻し条件付売買の利益 

18 外貨建預貯金等の為替差益 

19 一時払養老保険・一時払損害保険等の差益 」 

 

 第62号様式の４⑴から第62号様式の５⑵までの規定中「特別徴収義務者番号」を 

「整理番号」に改める。 
                                      

 第65号様式中 ｢ 法人番号 ｣ を ｢ 管理番号 」 に、 

  
「 

            
（ふ り が な） 

法 人 名  

 

」 
               
 

を 

 
「  法 人 番 号    
 

            

 

 

 

」 

（ふ り が な） 

法 人 名 
               
 

に、 
                                      
｢ 
設立登記年月日 

 資本金の額又は出資金の額     千円 
県数  

」 資本金等の額又は連結個別資本金等の額     千円 

を 
 
｢ 

設立登記年月日 

 資本金の額又は出資金の額     千円 

県数  

」 

資本金の額及び資本準備金の額の合算額     千円 

資本金等の額     千円 

に改める。 
 

 第65号様式の２⑴及び第65号様式の２⑵中 ｢ 法人番号 ｣ を ｢ 管理番号 」 に、 

                                     
｢  
主たる事務所又は 
事業所の所在地                       
    電話番号（   ―   ―   ）郵便番号（   ―  ） 

｣ 

を 

 
｢ 主たる事務所又は 

事業所の所在地                       

    電話番号（   ―   ―   ）郵便番号（   ―  ） 

法 人 番 号                      

  

｣ 

に改める。 

 第65号様式の２⑵の次に次の２様式を加える。 
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第65号様式の３⑴（第40条関係） 
 

 
 

個人の行う事業の開始（開業）届 
 
 

住所 

〒   － 
 
 
 
        電話（    ）   －     

事業所等の所在地 

〒   － 
 
 
 
        電話（    ）   －     

ふりがな 
氏名 

 
                      印 

個人番号 

 
 
 
 

屋号（事務所等の名称) 

 
 
 
 

事業の種類（内容） 

 
 
 
 

 
 

開始年月日 
 
 

 
          年   月   日 
 

 
 
 上記のとおり事業を開始（開業）しましたので、届け出ます。 
  
                     年   月   日 
  
 富山県総合県税事務所長 殿 
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第65号様式の３⑵（第40条関係） 

 
 
 

個人の行う事業の廃止（廃業）届 
 
 

住所 

〒   － 
 
 
 
        電話（    ）   －     

事業所等の所在地 

〒   － 
 
 
 
        電話（    ）   －     

ふりがな 
氏名 

 
                      印 

個人番号 

 
 
 
 

屋号（事務所等の名称） 

 
 
 
 

事業の種類（内容） 

 
 
 
 

 
 
廃止年月日 
 
 

          年   月   日 

廃止の理由 

 
 
 
 

 
 
 上記のとおり事業を廃止（廃業）しましたので、届け出ます。 
  
                     年   月   日 
  
 富山県総合県税事務所長 殿 
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 第72号様式中 

｢  
住（居）所 
（所在地） 
 
氏   名           印 
（名 称） 」 

を 

                                  
「 住（居）所 
（所在地） 
氏   名           印 
（名 称） 
個 人 番号 
（法人番号） 」 

に改める。 

                                   

 第73号様式中 

「 住（居）所 
（所在地） 

氏   名           印 
（名 称） 
 」 

を 

 
｢ 住（居）所 
（所在地） 
氏   名           印 
（名 称） 
個 人 番 号 
（法人番号） 」 

に改める。 

                                     

 第73号様式の２中 

「  
代 表 者 
   住所（所在地） 
 
   氏名（名 称）      ㊞ 」 

を 

 
「 代 表 者 

  住 所（所在地） 
  氏 名（名 称）      ㊞ 
  個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

 

 第75号様式⑴及び第75号様式⑵中 
｢ （名 称） 

」 
を 

｢ （名 称） 
個人番号 
（法人番号） 」 

に改める。 

                                    

 第76号様式⑴中 

｢ 
 
新所有者 
 

」 

を 

｢ 新所有者 
氏  名 
（名称） 
個人番号 
（法人番号） 」 

に改める。 

 第76号様式⑵中 
 
｢ 不動産の所在地 種類 構造 床面積 決定価格 

（再建築費評点数） 
 取得者の住所又は所在地 
 取得者の氏名又は名称 」 

を 
 
｢ 

不動産の所在地 種類 構造 床面積 決定価格 
（再建築費評点数） 

 取得者の住所又は所在地 
 取得者の氏名又は名称 
 個人番号又は法人番号 」 
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に改める。 

 第77号様式⑴中        
 
｢ 
不 動 産 の 

 

取  得  者 

住 所 
（所在地） 

 
 

氏 名 
(名称)  」 

を 
                    
｢ 

不動産の取得者 

住 所 
（所在地）   

氏 名 
(名称) 

 
 

 個人番号 
（法人番号）  」 

に改める。 
                        

 第77号様式⑵中 

｢ 取  得  者 

 

を 

｢ 取  得  者 

 

に改め 

住  所 氏 名 
住  所 
（所在地） 

氏 名 
（名称） 

個人番号 
（法人番号） 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

   

｣ 

    

｣ 

る。 
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 第77号様式⑶中 
 
｢ 住       所 氏        名 

」 

を 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                                    
｢ 住    所 

（所 在 地） 
個人番号 

（法人番号） 
氏    名 
（名  称） 

」 

に改める。 
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 第79号様式⑴中 

「   

」 

を 
納税者 
 住（居）所 
 （所在地） 
 氏   名 
 （名 称）           印 

 
「 納税者 

 住（居）所 
 （所在地） 
 氏   名 
 （名 称）           印 
 個人番号 
 （法人番号） 」 

に改める。 

                      

 第79号様式⑵中 

「  

」 

を 
納税者 
 住（居）所 
 （所在地） 
 氏   名 
 （名 称）           印 

                                    
「 納税者 
 住（居）所 
 （所在地） 
 氏   名 
 （名 称）           印 
 個人番号 
 （法人番号） 」 

に改める。 

                                      

 第79号様式⑶及び第79号様式⑷中 

「  

」 

を 

納税者 
 住（居）所 

 （所在地） 

 氏   名 

 （名 称）           印 
 
「 納税者 

 住（居）所 
 （所在地） 
 氏   名 
 （名 称）           印 
 個人番号 
 （法人番号） 」 

に改める。 

                 

 第79号様式⑸中 

「 住所（所在地） 
 
氏名（名 称）          印 
 」 

を 
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「 住所（所在地） 

氏名（名 称）          印 

個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

           

 第79号様式⑹中 
「 氏名（名 称） 

 」 を 
｢ 氏名（名 称） 
個人番号（法人番号） 」 に改める。 

 

 第80号様式⑴中 

「 納 税 者 
 
 住所（所在地） 
 
 氏名（名 称）            ㊞ 
 電話番号 」 

を 

 
「 納 税 者 

 住所（所在地） 
 氏名（名 称）            ㊞ 
 個人番号（法人番号） 
 電話番号 」 

に改める。 

 

 第80号様式⑵中 
「 電話番号 

 」 
を 
「 個人番号（法人番号） 
電話番号 」 

に改める。 

 

 第80号様式⑶中 

「 納 税 者 
 
 住所（所在地） 
 
 氏名（名 称）           ㊞ 」 

を 

 
「 納 税 者 

 住所（所在地） 
 氏名（名 称）           ㊞ 
 個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

 

 第80号様式⑷中 

「 納 税 者 
 
 住所（所在地） 
 
 氏名（名 称）           ㊞ 
 」 

を 

 
「 納 税 者 

 
 住所（所在地） 
 
 氏名（名 称）           ㊞ 
 
 個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

 

 第80号様式⑸中 

「  
納税者 

 住所（所在地） 

 氏名（名 称）         ㊞ 」 

を 
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「 納税者 

 住所（所在地） 

氏名（名 称）         ㊞ 

 個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

 

 第80号様式⑹中 

「  

」 

を 
納税者 
 
 住所（所在地） 
 
 氏名（名 称）          印 

 
「 納税者 

 住所（所在地） 

氏名（名 称）          印 

 個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

 

 第80号様式⑺中 

「  
納税者 
 
 住所（所在地） 
 
 氏名（名 称）         印 
 
 電話番号 
 」 

を 

 
「 納税者 

 
 住所（所在地） 
 
氏名（名 称）         印 

 
個人番号（法人番号） 

 
 電話番号 」 

に改める。 

                              

 第84号様式の２中 「  
氏 名（名 称） 」 を 「 氏 名（名 称） 

法人番号 」 に改める。 

              

 第85号様式中 「 氏 名（名 称） 
」 を 「 氏 名（名 称） 

法人番号 」 に改める。 

 第90号様式中 

                                      

 
経営場所 

住 所（所在地）  

氏 名（名 称）  

特別徴収 
義 務 者 

住 所（所在地）  

氏 名（名 称）  

を 

 

 

 

受付印 

「 

」 
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 経営場所 
住 所（所在地）  

氏 名（名 称）  

特別徴収 
義 務 者 

住 所（所在地）  

氏 名（名 称）  

個人番号（法人番号）  

に改める。 

 第91号様式中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受付印 

「 

」 
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｢ 

特別徴収 
 

義 務 者 
 

（経営者） 

住 所 
(所在地) 

 
 
 

経営場所 

所在地 
 

 を 
ふりがな 
氏 名 
（名称） 

 ふりがな 
名 称 

  
 
                    （TEL）       

 
                     （TEL）        ｣ 

 
｢ 

特別徴収義務 
者（経営者） 

住 所 
(所在地) 

 
 
 
 
 

経営場所 

所在地 

 

 
に改める。 ふりがな 

氏 名 
（名称） 

 ふりがな 
名 称 

  
 
                    （TEL）       

 
 
 
                   （TEL）          

 
 個人番号 

（法人番号） 
 

｣ 
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 第98号様式の５中 
 
「 は、富山県税条例第97条第２号の競技会と認定したので通知します。 」 を 
 
「 は、富山県税条例第97条の競技会と認定したので通知します。   」 に改める。 
                                    

 第 100号様式及び第 103号様式中 
「 氏名（名称） 

 
」 
を 

 
「 氏名（名称） 

個人番号（法人番号） 」 
に改める。 

 第 114号様式中 
                                      
｢ 特 
別 
徴 
収 
義 
務 
者 

住所（所在地） 
 
 
                ＴＥＬ  

ふりがな 
氏名（名称） 

  

ふりがな 
代表者氏名                        」 

を                  
 
｢ 
特 
別 
徴 
収 
義 
務 
者 

住所（所在地） 
 
 
                ＴＥＬ  

ふりがな 
氏名（名称） 

  

ふりがな 
代表者氏名                         

個人番号（法人番号）  」 

に改める。 

                                      

 第 118号様式中 
「 ＴＥＬ 

」 
を 
「 法人番号  
ＴＥＬ 」 

に改める。 

                                     

 第 120号様式及び第 121号様式中 
｢ ＴＥＬ 
 」 

を 

 
｢ 個人番号（法人番号） 
ＴＥＬ 」 

に改める。 

                                 

 第 129号様式中 
｢ 氏名（名称） 
 」 

を 
｢ 氏名（名称） 
個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

                                      

 第 140号様式中 

「 納税義務者 
 
住（居）所（所在地） 
 
氏名（名称）               ㊞ 」 

を 
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「 納税義務者 
住（居）所（所在地） 
氏名（名称）               ㊞ 
個人番号（法人番号） 」 

に改める。 

                                      

 第 143号様式中 

｢  償  
 却  
 資  
 産  
 の  
 所  
 有  
 者  

｣ 

を 

｢ 償 
却 
資 
産 
の 
所 
有 
者 

 
 
 
 
 
 
 
 

に改める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個
人
番
号
（
法
人
番
号
） 

氏
名
（
名 

称
） 

住
所
（
所
在
地
） 

 
 
 
 
 
 

 

   

｣ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 第 144号様式中 

｢ 償 
却 
資 
産 
の 
所 
有 
者 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
を 

｢ 償 
却 
資 
産 
の 
所 
有 
者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に改める。 

氏
名(

名 

称
） 

住
所(

所
在
地
） 

個
人
番
号
（
法
人
番
号
） 

氏
名
（
名 

称
） 

住
所
（
所
在
地
） 
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｣ 

     

｣ 

 

 第 146号様式及び第 148号様式中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

3
2 

 
平
成

27
年

12
月

16
日

 
 
 
 
富
 
山
 
県

 
報

 
 
 
 
 
 
 
号

 
 
外
⑷
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｢ 所 有 者 住（居）所  

                     所有者氏名又は名称                     
」 を 

 
｢ 所 有 者 住（居）所                      

 所有者氏名又は名称                     
 に改める。 

 個人番号又は法人番号   」 
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   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定 

 は、当該各号に定める日から施行する。 

 ⑴ 第98号様式の５の改正規定 公布の日 

 ⑵ 第28条第３項及び第４項の改正規定、第40条の表の改正規定（同表の⒆の項 

  中「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改める部分、同表の⒅の項中「第15条第４ 

  項後段」を「第15条の２の２第２項」に、「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改 

  める部分、同表の⒄の項中「第15条第４項前段」を「第15条の２の２第１項」 

  に、「徴収猶予」を「徴収の猶予」に改める部分及び同表の⒃の項中「徴収猶 

  予」を「徴収の猶予」に改める部分を除く。）並びに第42条の改正規定並びに 

  第12号様式⑷から第13号様式の２まで、第13号様式の４、第15号様式、第20号 

  様式及び第21号様式の２の改正規定、第29号様式の改正規定（同様式中 
                                      
 

｢  

｣ 

を 

「 納税者（特別徴収義務者）     
 住（居）所 
 （所在地） 
 氏   名         印 
 （名 称） 
 個人番号 
 （法人番号） 」 

 

納税者（特別徴収義務者）     

 住（居）所 

 （所在地） 

 氏   名          印 

 （名 称） 

  に改める部分に限る。）、第31号様式の改正規定（同様式中 
 

「  
納税者（特別徴収義務者） 
 
  住  所 （所在地） 
 
  氏  名 （名 称）               ㊞ 」 

を 

 
「 納税者（特別徴収義務者） 

  住  所 （所在地） 

  氏  名 （名 称）               ㊞ 

  個人番号 （法人番号） 」 

に改める部分に限 

  る。）、第39号様式、第42号様式、第42号様式の２、第42号様式の３、第43号 

  様式⑸から第44号様式まで、第46号様式から第48号様式まで、第62号様式、第 

  62号様式の２、第62号様式の４⑴から第62号様式の５⑵まで及び第65号様式か 
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  ら第65号様式の２⑵までの改正規定、第65号様式の２⑵の次に２様式を加える 

  改正規定並びに第72号様式から第73号様式の２まで、第75号様式⑴から第77号 

  様式⑶まで、第79号様式⑴から第79号様式⑹まで、第80号様式⑴から第80号様 

  式⑺まで、第84号様式の２、第85号様式、第90号様式、第91号様式、第 100号 

  様式、第 103号様式、第 114号様式、第 118号様式、第 120号様式、第 121号 

  様式、第 129号様式、第 140号様式、第 143号様式、第 144号様式、第 146号 

  様式及び第 148号様式の改正規定並びに次項の規定 平成28年１月１日 

 （経過措置） 

２ この規則による改正前の富山県税条例施行規則に定める様式による用紙は、当 

 分の間、所要の調整をして使用することができる。 

                              （税 務 課）  
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